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１．2024年３月期第１四半期の連結業績（2023年４月１日～2023年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2024年３月期第１四半期 53,778 11.0 △5,405 － △5,528 － △5,701 －

2023年３月期第１四半期 48,452 32.3 △9,349 － △9,344 － △6,899 －

(注) 包括利益 2024年３月期第１四半期 △5,632百万円( －％) 2023年３月期第１四半期 △6,705百万円( －％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2024年３月期第１四半期 △104.98 －

2023年３月期第１四半期 △127.03 －
　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2024年３月期第１四半期 495,014 108,855 21.6

2023年３月期 480,546 114,495 23.4

(参考) 自己資本 2024年３月期第１四半期 106,966百万円 2023年３月期 112,610百万円
　
　
　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2023年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00

2024年３月期 －

2024年３月期(予想) － － － －

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

2024年３月期の中間及び期末配当予想額につきましては、未定としております。今後、配当予想が可能となった時点で、速やかにお

知らせいたします。

３．2024年３月期の連結業績予想（2023年４月１日～2024年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 234,700 5.0 － － － － － － －

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有
　

2023年７月27日に具志川火力発電所において石炭揚炭設備１基が損壊するという事象が発生しました。

現時点では今回の事象による当社業績への影響を想定することが困難なため、業績予想は未定としております。今後、業績予想が可

能となった時点で、速やかにお知らせいたします。

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)
　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有
　

（注）詳細は、添付資料Ｐ．６「１．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（四半期連結財務諸

表の作成に特有の会計処理の適用）」をご覧ください。

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2024年３月期１Ｑ 56,927,965株 2023年３月期 56,927,965株

② 期末自己株式数 2024年３月期１Ｑ 2,617,293株 2023年３月期 2,616,868株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2024年３月期１Ｑ 54,310,861株 2023年３月期１Ｑ 54,311,766株
　

（注）当社は、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託(BBT)」を導入しており、期末自己株式数には、「株式給付信託(BBT)」に係る信

託口が保有する当社株式（2024年３月期１Ｑ 100,000株、2023年３月期 100,000株）が含まれております。また、当該信託口が

保有する当社株式を、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。（2024年３月期１Ｑ 100,000株、

2023年３月期１Ｑ 100,000株）

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提

に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

（四半期決算補足説明資料の入手方法）
決算補足説明資料「2023年度第１四半期 決算の概要」は当社ホームページ及びTDnetで同日開示しております。

　

　　



（参考）2024年３月期の個別業績予想（2023年４月１日～2024年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 222,900 4.5 － － － － － － －
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無：有

2023年７月27日に具志川火力発電所において石炭揚炭設備１基が損壊するという事象が発生しました。

現時点では今回の事象による当社業績への影響を想定することが困難なため、業績予想は未定としております。今後、業績予想が可能

となった時点で、速やかにお知らせいたします。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
(将来に関する記述等についてのご注意)

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基

づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

資産の部

固定資産 402,215 403,631

電気事業固定資産 299,788 306,529

汽力発電設備 84,152 90,978

内燃力発電設備 19,413 19,046

送電設備 55,579 55,561

変電設備 41,194 40,346

配電設備 85,448 85,700

業務設備 13,260 13,072

その他の電気事業固定資産 739 1,824

その他の固定資産 33,909 34,202

固定資産仮勘定 38,061 32,747

建設仮勘定及び除却仮勘定 38,061 32,747

投資その他の資産 30,455 30,151

長期投資 8,281 8,346

退職給付に係る資産 3,016 2,756

繰延税金資産 15,856 15,875

その他 3,356 3,222

貸倒引当金（貸方） △55 △48

流動資産 78,331 91,383

現金及び預金 19,059 21,538

受取手形及び売掛金 13,521 16,059

棚卸資産 20,058 25,658

その他 25,804 28,268

貸倒引当金（貸方） △112 △141

合計 480,546 495,014
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

負債及び純資産の部

固定負債 296,337 303,613

社債 135,000 140,000

長期借入金 129,769 133,277

リース債務 18,591 17,796

退職給付に係る負債 11,882 11,443

その他 1,095 1,096

流動負債 69,713 82,545

１年以内に期限到来の固定負債 19,039 19,534

短期借入金 2,220 3,589

コマーシャル・ペーパー - 20,000

支払手形及び買掛金 16,801 15,003

未払税金 1,845 1,204

その他 29,807 23,213

負債合計 366,050 386,159

株主資本 109,873 104,171

資本金 7,586 7,586

資本剰余金 7,278 7,278

利益剰余金 100,403 94,702

自己株式 △5,395 △5,395

その他の包括利益累計額 2,737 2,794

その他有価証券評価差額金 2,440 2,464

繰延ヘッジ損益 37 94

退職給付に係る調整累計額 259 235

非支配株主持分 1,884 1,889

純資産合計 114,495 108,855

合計 480,546 495,014
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年６月30日)

営業収益 48,452 53,778

電気事業営業収益 45,625 50,067

その他事業営業収益 2,826 3,711

営業費用 57,802 59,184

電気事業営業費用 55,054 55,620

その他事業営業費用 2,747 3,563

営業損失（△） △9,349 △5,405

営業外収益 291 341

受取配当金 111 104

受取利息 0 1

物品売却益 4 89

持分法による投資利益 82 62

その他 91 83

営業外費用 286 464

支払利息 225 415

その他 60 48

四半期経常収益合計 48,743 54,119

四半期経常費用合計 58,088 59,648

経常損失（△） △9,344 △5,528

税金等調整前四半期純損失（△） △9,344 △5,528

法人税等 △2,442 161

四半期純損失（△） △6,902 △5,690

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

△2 11

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △6,899 △5,701
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年６月30日)

四半期純損失（△） △6,902 △5,690

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 224 24

繰延ヘッジ損益 16 57

退職給付に係る調整額 △43 △23

持分法適用会社に対する持分相当額 0 -

その他の包括利益合計 196 57

四半期包括利益 △6,705 △5,632

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △6,703 △5,644

非支配株主に係る四半期包括利益 △2 11
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。

　


